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社会福祉法人 京都市社会福祉協議会 

令和５年度 事 業 報 告 

 

Ⅰ 概況 ～社協を取り巻く状況～ 
 

新型コロナウイルス感染症は令和５年５月に５類感染症に位置付けられましたが、長引くコロナ禍の

影響や物価高騰、災害等により、生活に困窮する方々の暮らしは一層深刻となりました。また、少子高

齢化や人口減少の本格化によって、あらゆる分野で地域社会の担い手が減少する中で、孤独や孤立

を背景とする多様な福祉課題が顕在化しています。 

 

国においては、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を整備す

るため、対象者の属性を問わない相談支援、多様な参加支援、地域づくりに向けた支援を一体的に行

う重層的支援体制の整備に取り組まれました。京都市においても、「すべての人に『居場所』と『出番』

がある京都のまちに」という方針のもとで、困難な課題を行政と支援機関がしっかりと受け止め、分野横

断的に連携して支援する重層的支援体制の充実を図るなど、すべての人々が支え合う地域共生社会

の実現に向けた施策の方向性を示す新たな「京・地域福祉推進指針」を、令和６年３月に策定されまし

た。 

 

本会では、地域共生社会の実現に向けて、京都市と一体的に重層的支援体制の構築に向けた協

議を行うとともに、市・区社協における検討や試行的取組を実施するなど、令和６年度からの全市展開

に向けた準備を進めました。また、課題を抱える当事者と市民をつなぐ機会づくりを目的とした「Ｋｙｏｔｏ

こころつながるプロジェクト」に、市・区社協の部署間の連携や関係機関・団体との協働のもとで取り組

みました。さらには、生活福祉資金特例貸付を利用された方を対象としたフォローアップ相談・支援に

より、今もなお困難な状況にある方の生活再建に向けた相談に応じました。 

 

令和６年１月に発生した能登半島地震においては、「災害時の相互支援に関する協定」に基づき、

被災地の災害ボランティアセンターを支援するため、令和６年１月２５日から七尾市災害ボランティアセ

ンターに本会職員を継続して派遣するとともに、同年３月には、京都府災害ボランティアセンターとの共

催でボランティアバスを運行し、七尾市災害ボランティアセンターに市民ボランティアを派遣するなど、

被災地の一日も早い復興に向けた支援に取り組みました。 

 

本会の財政は、京都市の行財政改革に伴う大幅な補助金の削減等により引き続き厳しい状況にある

ため、徹底した経費削減に取り組みました。また、有能な人材を確保するための積極的な採用活動は

もとより、働き方改革やＩＣＴ化による事務負担軽減、効率化等による人材定着に向けた取組等、組織

運営の基盤強化を図りました。一方で、「京都市の社協基本構想」を具体化する「推進計画」に基づき、

今後５年から１０年先を見据えた経営計画や将来を担う人材育成に関する方針の策定に向けた検討を

進めました。加えて、本会の公益的な使命を深く自覚し、将来の社会福祉を担う人材養成を目的として、

社会福祉実習の受入に積極的に取り組みました。 
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Ⅱ 基本方針の進捗 

 

１ 新たな情勢を踏まえた推進計画の実行 

「京都市の社協基本構想」を具体化する令和２年度から令和６年度までの５年間を期間とする「推進

計画」について、設定した重要課題の着実な実行に取り組みました。 

とりわけ、地域の福祉力の向上のため、市・区社協をあげて「Ｋｙｏｔｏこころつながるプロジェクト」をは

じめとする、生きづらさを抱えた人に対する理解促進と社会参加の機会を創出する取組や福祉教育の

強化等、重層的支援への対応を踏まえた部署横断的な取組を推進しました。 

 

２ 住民主体の地域福祉活動の促進 

コロナ禍で休止・縮小を余儀なくされた学区社協をはじめとする福祉活動団体の活動に対して、再興

に向けた支援に積極的に取り組みました。 

また、共生のまちづくりの実現を目指して、地域福祉推進における車の両輪である民生委員・児童委

員をはじめ、行政や関係機関、施設等とのネットワークを活かし、多様な団体や企業等との協働の取組

を推進しました。 

 

３ 質の高い生活支援やサービス等の充実 

深刻な生活不安、生活困窮や孤独・孤立等の課題に対応するため、制度の狭間や複合的な課題

を抱える人への寄り添い支援と、当事者に対する参加支援の充実に取り組みました。 

また、判断能力が不十分な高齢者や障害のある人の成年後見制度の利用を促進するため、市・区

社協連携により、日常生活自立支援事業から成年後見制度への移行促進のための取組を強化しま

した。 

 

４ 公益的な使命に応える取組の推進 

運営施設が世代を超えた地域交流やボランティア活動の拠点となるよう、区社協や社会福祉施設・

団体等との協働による取組を推進しました。 

また、法人後見事業がより公益的な使命に応えていくための検討や積極的な社会福祉実習の受入

を通じて、社会福祉法人による地域における公益的な取組を推進しました。 

 

５ 持続可能な法人運営 

役職員一体となって京都市への予算要望活動を推進した結果、令和６年度における事業運営に

係る財源については概ね確保するとともに、寄付財源の確保に向けた取組も進めました。 

また、受託施設の安定的運営のため、業務効率や支援の質の向上に取り組むとともに、ＩＣＴ化の推

進、総合職員の採用要件の見直し、自己申告書の刷新及び人事考課制度等の充実による人材確保と

定着、育成に向けた支援、災害時対応を含む継続的な有事対策の強化に取り組みました。 
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Ⅲ 各部の取組・事業 

総務部 

１ 概説 

京都市の行財政改革に伴う大幅な補助金の削減や、コロナ禍に伴う介護保険事業の業績低迷等、

財政の大変厳しい状況が継続する中ではありますが、役職員一体となって京都市への予算要望

活動を推進した結果、令和６年度予算においては、事業実績見合いの減額はあったものの、

事業運営に係る財源については概ね確保することができました。 

一方で、今後の経営の安定化に向けて、法人の中枢である総務機能を強化する機構改革や令

和５年度を期限とした管理職の給与カット等の実施、「経営計画」の策定に向けた作業等に取り組み

ました。 

また、新型コロナウイルスやインフルエンザ等の感染防止対策に引き続き取り組み、組織

運営やサービスの提供に支障が出ないよう最大限努めました。 

 

２ 成果と課題 

(１) 持続可能な法人運営 

経費削減と予算の適正執行による持続可能な法人運営を目指して、今後５年から１０年先を見据

えた「経営計画」の策定に向けた作業に取り組むとともに、「京都市の社協基本構想」の中間年点検

作業を踏まえて策定した令和５年度から令和６年度までの「推進計画」に沿った取組を推進しました。 

また、災害等への対応については、市・区社協を対象とした基本要綱及び対策本部設置運営要

綱、災害時業務推進計画（BCP）を令和６年２月に策定したほか、介護サービス事業所及び児童館

においても BCP の策定を行いました。今後は、策定した BCP の実効性の検証と必要に応じた見直

し等の管理が必要です。 

 

(２) 戦略的・総合的な人事・労務管理 

電子決裁システムの一部導入等、デジタル技術の活用を一層進めるとともに、法人の人材育成方

針の策定に着手する等、誰もが働きやすい環境整備に取り組みました。 

また、有用な人材を確保するため、総合職員の採用要件の見直しや採用活動の前倒しを行うほ

か、人材派遣会社による人材派遣と人材紹介、有料求人サイトの活用など、多角的に積極的な採用

活動を行いました。加えて、職員が自身のキャリア形成等について自律的に考え、成長できるよう職

員の自己申告書の様式を刷新するとともに、キャリアに応じた体系的な研修の充実、人事考課制度

の改善を図ることをもって、職員の育成強化に努めました。 

 

(３) 組織運営の強化と公益的な使命への対応 

市民の信頼に応えられるよう、組織のガバナンス強化に取り組むことともに、ホームページの更新

をはじめ、社協への理解と共感を広げる広報の充実を図りました。 

また、地域における公益的な取組の一環として、社会福祉士養成課程ソーシャルワーク実習のカ

リキュラムの作成や部署間連携で受入態勢を整備するなど、社会福祉士を目指す学生の受入れを

積極的に行いました。 
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■ 推進計画の「取り組むべき方向性」と「実現する枠組」 

重要（１）重層的支援を踏まえた課題分析と研究、政策提言 

 （２）ｋｙｏｔｏこころつながるプロジェクトの推進（孤独・孤立への対応) 

１ 多様な主体との福祉のまちづくり協働実践 

（１）コロナ禍を乗り越える学区社協活動の再興のための支援強化 

（２）中間支援組織、ボランティアグループ、当事者団体、企業等との協働強化 

（３）地域団体と市民活動団体との連携関係の支援 

２ 権利擁護と参加支援の促進 

（１）その人らしさをひき出す個別支援の充実 

（２）誰一人取り残さない地域づくりの強化（福祉教育） 

（３）参加支援の充実 

３ 法人・施設の安定的な運営と施設等の地域福祉機能の発揮  

（１）安定的運営に向けたサービスの向上・業務効率化・経費節減・財源確保 

（２）法人理念に基づいた職員資質向上・コンプライアンス向上 

（３）施設の地域福祉的展開・地域公益的取組の促進 

４ 持続可能な経営向上 

（１）法人理念（基本構想）と法人目標の浸透 

（２）安定的経営に向けた新たな仕組みの構築(執行体制・事務推進・財政等） 

（３）災害対策の検討と継続的な有事対策の定着 

 

■ 職員数（令和６年４月１日時点） 

  Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

市・区社協事務局 ２２２ ２４１ ２３５ ２４８ ２６９ 

介護サービス事業所 ５７３ ６２１ ６１６ ５５１ ５４７ 

児童館 ２８０ ３０６ ３２３ ２９９ ２９２ 

老人福祉センター ５５ ５５ ５５ ５３ ５４ 

合計 １，１３０ １，２２３ １，２２９ １，１５１ １，１６２ 

 

■ キャリアに応じた体系的な研修（実施回数） 
 

Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

新任職員研修 １ ３ １ １ １ 

管理職研修 １ １ １ ２ １ 

人事考課研修 １ １ １ １ １ 

メンタルヘルス・ハラスメント研修 ２  １ １ １ 

ＯＪＴ研修・ビジネスマナー研修 １ ２ ３ ３ ３ 

所属長ヒアリング ４ ４ ４ ４ ４ 

交通安全研修 １ ２ ２ １ １ 

合計 １１ １３ １３ １３ １２ 

 

■ 内部会計監査の実施状況 

市社協内 
老人福祉 

センター 
児童館 

介護サービス 

事業所 
区社協 合計 

３ ６ ９ ５ １１ ３４ 
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ひと・まち交流館 京都（管理部） 

１ 概説 

ひと・まち交流館京都は、市民の方々が自主的に行う、福祉、ボランティアをはじめとした公益的

活動を支えるため、会議や情報交流等に活用できる大小の会議室を有し、開館以来、本年で２０年

目を迎え、多くの方々に利用されてきました。 

京都市の指定管理者として受託している共用部分の管理運営では、会議室の貸出業務や設備の

保守管理だけではなく、地域住民との連携等の本会の強みを活かして、京都市が求める運営を

適切に行えるよう、体制づくりに努めています。 

また、市民の目線に立った公平・公正なサービスの提供に努めている中、来館者数は、少しずつ

ではありますが、コロナ禍前に戻りつつあります。 

一方、地球環境の変化に伴い、近年大規模な災害が多発していることから、本会としても、これま

で実施してきた環境負荷軽減の取組を一層促進するとともに、地域の避難所として、その役割をし

っかり果たせるように取り組んでいます。 

さらに、本会では、平成１２年７月から児童厚生施設として桂坂野鳥遊園を運営し、その管理運営

についてはＮＰＯ法人和の学校に委託し、子ども達に豊かな自然環境を活かした体験講座等を実

施するとともに、市民の方々に対して野鳥観察の機会を提供しています。 

 

２ 成果と課題 

(１) 効果的、効率的な施設運営管理 

施設の運営管理に当たっては、行政、関係団体、委託業者等との情報共有と連携の強化を図り、

コロナ禍以降の対応を含め、起こる課題等に迅速かつ的確に対応し、効果的、効率的な施設運営

に努めています。 

しかし、会議室の利用率については、令和２年度から続いたコロナ禍での利用団体による事業の

開催見送りや、令和４年６月からの一般会議室の有料化によって、コロナ禍前に比べ約１５％低下し

ています。 

そのような中、４センターを含むホームページの更新と令和６年度から運用の開始を予定している

会議室予約システムの開発及び関連する基準等の作成に取り組むとともに、開館以来、本会が一貫

して施設の管理運営を受託してきたことを踏まえて、２０周年記念講演会を開催しました。 

一方、老朽化している施設・設備の管理については、設備管理業者との緊密な情報共有のもとで

故障取替部品の確保等を行い、効果的、効率的な維持管理に努めてきましたが、開館から２０年が

経ち、大規模な設備更新が必要であることから、長期的な視点での施設のあり様を検討していく必

要があります。 

 

(２) 災害時に備えた施設運営の検討 

毎年のように各地で自然災害が発生し、近年では、これまでに経験したことがない規模の災害が

発生しており、さらなる災害対策が求められています。特に、菊浜学区の避難所に指定されているこ

とから、菊浜連合会と連携し、避難所運営のあり方について検討してきました。 

また、京都市災害ボランティセンターにも位置付けられていることから、活用形態について、時間

軸を踏まえたより実践的なシミュレーションを行っていく必要があります。 
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(３)  環境負荷軽減に向けた取組の推進 

本会では、平成１９年度に、京都市における環境負荷の管理・低減の規格であるＫＥＳステップ１

の認証を取得して以来、平成２４年度にはステップ２の認証を取得し、令和３年度からは、本会の特

色を活かした環境負荷低減の取組を行うことで、職員の環境に対する意識は高まっています。 

コロナ禍以降も、実施を見送らざるを得なかった活動も一部ありましたが、全体で節電や啓発活動

に取り組むなど、しっかりと環境負荷低減の取組を進めることができました。 

また、令和６年度の更新審査に向けて、職員がより主体的に活動できるよう、所属の事業を環境改

善目標となるよう取り組むこととしており、さらなる職員の意識向上に努めていきます。 

 

(４) 桂坂野鳥遊園の環境保持 

桂坂野鳥遊園については、台風等による出水、倒木対策が必要であったことから、地元の桂坂学

区自治連合会と協議しながら、一定の対策工事等を講じてきました。 

また、１１月には、昨年度から再開した「もみじまつり２０２３」を開催し、２日間で約１，０５０名の来園

者があり、好評を得ました。 

今後も、子ども達や市民の方々に安全に利用していただけるよう、和の学校と連携して、施設の保

全や森林管理のための取組を進めていきます。 

 

■ ひと・まち交流館京都会議室利用率（単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 桂坂野鳥遊園利用者数（単位：人） 
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地域支援部 

１ 概説 

地域支援部では、次期「京・地域福祉推進指針」に位置付けられる「重層的支援体制」の事業の

構築に向けて、京都市と一体的に協議を行い、その推進に努めました。区社協における試行的な取

組に留まらず、事務局長を中心とした共有の場を設けることで多様な活動が広がり、令和６年度から

の全市展開に向けて積極的な働きかけを行うことができました。 

区域で展開する地域支え合い活動創出事業では、住民同士の助け合いや協働の機会の創出等

に係る情報交換会、入門講座、実務者会議開催数が前年比約１．５倍に増加しました。市域でも「生

活支援団体の情報交換会」を開催し、７２名の参加がありました。自分の立場や価値観を伝え、相手

の立場や価値観を知ることで、活動団体・個人の相互の「学び合い」と「分かち合い」を深める機会と

することができました。 

子どもの居場所づくり「支援の輪」サポート事業では、子どもの居場所（子ども食堂、学習支援等）

の運営者に対して、ＳＮＳやリーフレットによる情報発信、団体の活動紹介、助成金の案内等を積極

的に行いました。多様な担い手によって活動形態の広がりが見られ、市内１５５箇所（令和５年４月時

点）から市内２０４箇所（令和６年３月末時点）と大幅に増加しました。また、３年振りに居場所づくり団

体への活動実態把握のための調査を実施し、物価高騰による影響や活動者のニーズ把握に努める

ことができました。 

高齢者等の見守り活動企業連携事業では、宅配事業者と連携し、配達先の高齢者等の異変を    

感じた際は関係者と速やかに対応する見守り活動に取り組み、宅配員を対象とした見守り研修にも

取り組みました。 

 

２ 成果と課題 

(１) 住民主体の地域福祉活動の推進 

多くの学区で地域行事が再開される中、コロナ禍を経て活動に創意工夫が広がった学区や団体

がある一方、担い手や組織の縮小等により困難が深刻化している地域もあります。高齢者の介護予

防事業である健康すこやか学級事業においては、コロナ禍後のあり方検討を行い、手引きの改訂を

行いました。実施学区は２０８学区、実施回数は６，３３７回／年、延べ利用者数は１０７，２８９人／年

となり、令和４年度に比べて延べ利用者は２７％増加しました。 

多様性が尊重され、「共に生きる」意識を醸成する「ｋｙｏｔｏこころつながるプロジェクト」のシンポジ

ウムを、「社会福祉施設との協働でひろがるまちづくり」をテーマに実施し、９１名の参加を得ました。

また、講演内容については動画を作成し、限定配信を行いました。 

「地域福祉推進セミナー」（京都市民生児童委員連盟との共催事業）については、「一人ひとりを

認めあう地域社会へ」をテーマに開催し、５０３名に参加いただきました。 

 

(２) 重層的な支援体制の推進 

重層的支援体制整備事業の構築に向けて、市域での健康長寿企画課等との協議、モデル区（下

京区・右京区）の事業検証のコア会議に定期的に参加し、共同事業として実施しました。また、重点

に位置付けられる３事業（福祉のまちづくり体制整備事業・地域支え合い活動創出事業・地域あんし

ん支援設置事業）について、所管課との協議において実務的な提案を行いました。 



８ 

 

また、本事業の展開を共有し、検討する場として、区社協職員を対象とした「重層ラボ」を実施し、

厚生労働省モデル実践社協や厚生省労働省地域共生社会推進室の支援推進専門官による研修

を行うなど、事業推進への機運を高めました。 

 

(３) 研修等の充実による職員育成 

統括地域福祉コーディネーターにおいては、令和６年度に策定する地域福祉活動計画のあり方

について議論を進めるとともに、地域支え合い活動創出コーディネーターと地域福祉コーディネータ

ー合同のワーキングチームを作り、研修や情報交換会、実践交流会を実施しました。 

また、令和６年度近畿地域福祉学会京都大会が開催されることを見越して、近畿地域福祉学会で

本会の実践活動を発表し、動画配信を行いました。 

 

■ 住民主体の地域福祉活動の推進（健康すこやか学級事業） 

 

 

■ 重層的な支援体制の推進（地域支え合い活動創出事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



９ 

 

■ 子どもの居場所づくり「支援の輪」サポート事業 

・市域 

・区域 

 

 

  

  回数 

定期訪問によるアウトリーチ支援（延べ） ２３３ 

相談件数（延べ） ６３０ 

支援団体数（実） ２６６ 

  回数 参加者数 

研修会・交流会 １６ ７７９ 

 回数 参加者数 

会議・研修 ６ １９７ 

研修会・交流会 ２ １０１ 

関係機関による

情報交換会 
２ ３２ 

相談件数 

（延べ） 
１７２ 

  

実支援団体数 ５５ 

  

更新件数 アクセス数 

居場所

の紹介 
Ｒｅｐｏｒｔ 助成 

ボランテ

ィア募集 

寄付・ 

寄贈 
その他 ＨＰ全体 

ウェブサイトの

立ち上げ、運営

による情報提供 

１０ ２４ ６６ ０ １２ ３６ 
６２，０５５ 

（２４，７０２） 

※更新件数は当該期間に更新した回数、アクセス数はＨＰ公開時からの累積件数、 

（  ）は当該期間のアクセス件数 
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福祉ボランティアセンター（ボランティア支援部） 

１ 概説 

新型コロナウイルス感染症の５類移行により休止・停滞していたボランティア活動等が再開される

中、広報、助成金、運営方法等の研修、ボランティア入門講座、相談・対応など、ボランティア団体

やボランティアをはじめたい人への対面やオンラインでのさまざまな活動支援が求められることになり

ました。 

一方、生活困窮の深刻化の課題や、社会的孤立、ひきこもり、ヤングケアラー、セクシャルマイノリ

ティなど、多様な生きづらさが浮き彫りになっており、当事者の思いに寄り添った社会参加の場や、

多様性を認め合う地域づくりのため、社会課題に対応した福祉教育の充実と多機関との協働が重要

となっています。 

また、令和６年１月に発生した能登半島地震に際し、京都市災害ボランティアセンターとして、被

災地支援に取り組みました。併せて、京都市での発災に備えたセンター機能の強化と京都府災害ボ

ランティアセンターをはじめ多様な機関・団体との連携の構築に努めました。 

 

２ 成果と課題 

(１)  多様な主体との協働関係の構築と問題解決機能の強化 

「Ｋｙｏｔｏこころつながるプロジェクト」では、市・区社協の部署間の連携や関係機関・団体との協働

により、課題を抱える当事者と市民をつなぐ機会づくりに、社協全体で取り組みました。本センターが

主管として実施した「つながるフェス」では、当事者団体によるワークショップや福祉事業所の製品の

販売と啓発、学生が運営する団体の参画を得て、市民と団体の新たな出会いを生み出す場となりま

した。 

また、きょうと「こどもみらい笑顔便」は、ライオンズクラブ国際協会３３５－C 地区、京都市との協働

により、支援が必要な子育て世帯２２９世帯へ食品等の配送を行い、「経済的に苦しい中、誰かとの

つながりを感じられた」「子どもの喜ぶ顔が心のゆとりになった」などの感想が寄せられました。 

今後、重層的支援体制整備事業が全市的に展開されることを踏まえ、本センターとしても、当事者

を含め誰もが参加し、活動できるセンターを目指して、活動場面の提供や参加できる環境整備に努

め、多様な連携・協働によるボランティア活動の振興に取り組んでいきます。 

 

(２)  社協の総合力を活かした福祉教育の推進 

「思いを聴く～当事者・当事者家族」では、当事者からの発信による福祉教育の推進に努めました。 

令和５年度は、強迫症の当事者家族、障がいのあるきょうだいを持つ人、ヘアロス当事者など、社

会的認知度が低いと思われる課題について当事者や家族から発言いただき、より多様な社会課題

の発信に努めました。また、職能団体を通じて福祉従事者への参加を呼びかけた他、出張講座で区

域やより身近な地域での交流を通して理解促進にも取り組みました。 

今後もより多様な社会課題にともに向き合うことで、幅広い世代を対象とした福祉教育とボランティ

ア振興を展開していきます。 
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（３） 市・区災害ボランティアセンター事業・活動の充実 

各区社協並びに区役所・支所と連携して、災害ボランティアセンター設置・運営にかかる担当職

員への研修と、各区でのマニュアルの運用に関する検証と訓練への協力を行いました。また、幅広

い市民への啓発と理解促進のため、災害時要配慮者への対応を学ぶ研修や出張講座・研修など、

人材育成の強化に取り組みました。 

さらに、令和６年能登半島地震の被災地への支援として、現地の情報収集と調整、また京都府災

害ボランティアセンターとの連携によりボランティアバスを派遣しました。 

今後も、他都市の被災地支援と、京都における災害に備えた基盤整備を図るため、企業や大学、

ＮＰＯ法人を含む市民活動団体との連携を推進し、より具体的な体制づくりに取り組んでいきます。 

 

■ 京都市福祉ボランティアセンター事業実績 

(１) 多様な主体との協働関係の構築と問題解決機能の強化 

・『ｋｙｏｔｏこころつながるプロジェクト』の開催  

 実施内容 

協働月間 

１０月～１２月  

・「つながるフェス」令和５年１２月２日（土）ゼスト御池 河原町広場、ＱＵＥＳＴＩＯＮ 

当事者団体・支援団体によるワークショップ、福祉事業所等販売等 １，３２４名 

・シンポジウム「社会福祉施設との協働でひろがるまちづくり」７９名 

・こころつながれ～わたしのお気に入り、私の日常、ワタシの気持ち～ 

①作品展示（来場３８７名）②ワークショップ（来場１４５名） 

通年取組     イベント等；１４団体、３８件、４，４９８名・情報発信；１１団体、１３件  

  

(２) 社協の総合力を活かした福祉教育の推進 

・市域での「思いを聴く～当事者・当事者家族の思い～」の開催 

テーマ 開催日 参加人数 テーマ 開催日 参加人数 

犯罪被害者家族 ５／１９ ４４ 強迫症当事者家族 １０／２０ ５４ 

医療的ケア児 ６／９ ４８ ヘアロス当事者 １１／１７ ２１ 

食物アレルギー ７／２１ ３０ 障がい児者きょうだい １２／１５ ３１ 

いじめや不登校 ８／２５ ５２ 生きづらさを抱える女性 １／１９ ５４ 

社会的養護の経験 ９／１５ ３４ がんで声帯を失った人 ３／１５ ３０ 

 

・区域・身近な単位への出張講座「思いを聴く～当事者・当事者家族～ 

テーマ 開催日 参加人数 テーマ 開催日 参加人数 

若年性認知症 ７／２１ ４３ セクシャルマイノリティ １１／１５ ３１ 

発達障がい ７／２５ ５０ ヤングケアラー １２／８ ５０ 

ヤングケアラー ８／３ ４８ 若年性認知症 １２／１５ ３１ 

８０５０問題 １０／６ ４６ 発達障がい ２／１９ ２３ 

不登校・ひきこもり １１／２ １９ ※ファシリテーターの派遣 ３／６ ６６ 

 

(３)  市・区災害ボランティアセンター事業・活動の充実 

・災害ボランティアセンター設置・運営マニュアルについての協議や検証 

実施内容 回数 

区災害ボランティアセンター設置候補地での検証訓練等 １６ 
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 ・発災時に向けての人材育成（ボランティアバスの派遣） 

実施内容 開催日 参加人数 

「令和５年台風７号」の被害による被災地派遣 

【派遣先】綾部市災害ボランティアセンター 
８／２９ ２７ 

「令和６年能登半島地震」による被災地派遣 

【派遣先】七尾市災害ボランティアセンター 

３／７～８ ２４ 

３／１４～１５ ２４ 

３／２５～２６ ２５ 

  



１３ 

 

生活支援部 

１ 概説 

新型コロナウイルス感染症は５類の扱いに移行されたものの、長期に及んだコロナ禍や物価高騰

等により、社会経済活動や市民の生活は大きな影響を受け、生活に困窮している世帯、生活不安や

孤立・孤独等の問題を抱える人は少なくありません。そのような中、令和５年度は、日常生活自立支

援事業、生活福祉資金貸付事業及び住居確保給付金事業を実施しました。 

日常生活自立支援事業については、市社協（実施主体）による区社協（基幹的社協）へのサポー

トの強化をはじめ、新規支援相談窓口（申請受付）の市社協への集約を本格化するとともに、市・区

社協社協相互に利用契約の締結に至るまでの進行管理並びに待機解消に向けた取組に努めまし

た。さらには、円滑な成年後見制度への移行について、京都市成年後見支援センターと連携した協

議・実践を進めました。また、業務支援システムを導入するなど業務効率化に取り組みました。 

生活福祉資金貸付事業の特例貸付と住居確保給付金については、「新型コロナ感染症にかかる

貸付・給付総合窓口」において迅速かつ一部業務委託による効率的な運営を行い、生活困窮者の

経済的自立と生活意欲の助長促進等に重要な役割を果たしました。特に令和５年１月から開始され

た特例貸付の償還に関して、償還が困難な借受人に対する猶予に関する手続き支援や世帯の抱え

る生活課題に伴う生活相談等を進めてきました。 

 

２ 成果と課題  

(１) 日常生活自立支援事業の推進 

認知症や知的障害、精神障害等によって判断能力が不十分な方が、住み慣れた地域で安心して

暮らし続けられるよう、福祉サービスの利用にかかる援助、日常的な金銭管理、郵便物の確認等、日

常生活を支援（お手伝い）する事業であり、京都市からの補助金（国補助含む）と利用者からの利用

料（生活保護受給者は無料）で運営しています。 

安定的な事業運営を確保するため、市社協による運営マネジメントの強化に努め、区社協におけ

る新規契約の標準的な件数等を定めるとともに、利用待機状況の確認等を行いました。令和６年３

月末現在で１９０件の待機があり、引き続き待機者の解消が課題となっています。 

また、利用者の判断能力の変化等に応じた成年後見制度への円滑な移行に向けて、京都市成

年後見支援センターとの連携、特に新たに設置された成年後見制度利用促進支援員との定期的協

議や区社協巡回への同行などの連携協働の取組を強化しました。（令和５年度は７４件が成年後見

制度に移行。日常生活自立支援事業終了件数の３５．９％。） 

また、新たな業務支援システムの導入や支援記録のデータによる提出等を試行的に実施するな

ど、業務の効率化に取り組みました。 
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■ 日常生活自立支援事業  日常生活自立支援事業 実働件数・待機件数の推移 

 

(２) 生活福祉資金貸付事業と住居確保給付金事業の推進 

令和４年９月末をもって生活福祉資金特例貸付の申請受付が終了し、令和５年１月から順次償還

が開始されましたが、収入が改善しない場合や病気療養中、物価高騰等により償還が困難な借受

人に対し、償還猶予の申請相談を継続的に行い、必要に応じて京都市の自立相談支援機関等に

つなげる等、相談支援に努めました。 

令和５年７月からは、新たに京都府社協が創設した特例貸付フォローアップ相談・支援事業に取り

組むこととなり、償還支援と生活困窮者の生活再建に向けた継続した相談支援が求められることとな

りました。令和５年度は十分な体制を整備することができませんでしたが、京都市や京都府社会福祉

協議会と共催し、京都弁護士会の協力のもと、償還が始まる方（償還猶予中を含む）を対象とした生

活相談会を開催しました。生活相談会には、２０５人の来所があり、猶予申請手続きの案内や債務整

理に関する相談をはじめ、ひきこもりや介護サービスに関する相談等、償還相談を通じて日常生活

上の困り事を把握し、必要な支援につながるよう助言等を行いました。 

住居確保給付金事業については、、令和５年３月末をもって特例的な措置であった支給期間満

了後の再申請の受付を終了しました。一方、令和５年４月からは支給要件となる求職活動にかかる

緩和措置が解除され、活動報告については郵送可能であったものが、少なくとも月１回の来所面談

が以前どおり必須となったことにより業務量は増加しましたが、滞りなく業務を遂行しました。 

新規申請件数は減少傾向にありますが、引き続き、京都市の自立支援機関と連携しながら、効果

的・効率的な相談支援を行っていきます。 

上記事業のほか、令和４年度に引き続き、京都府の物価高騰対策緊急生活支援事業を京都府社

協から受託し、物価高騰や長期化するコロナ禍の影響により生活に困窮されている方に、食料品及

び生活必需品（３千円相当）を配付するとともに、配付の機会等を通じて世帯状況を把握し、必要な

支援につなげることを目的として、令和５年１０月から令和６年１月まで実施しました。 

本会では、申請受付及び配付業務を外部業者に業務委託し、生活福祉資金特例貸付償還猶予

世帯、令和４年度京都市自立支援金受給世帯等を対象に申込みを案内するとともに、母子生活支

援施設及び生活困窮者相談支援窓口の利用者に支援物資の提供等を行いました。 

R1 R2 R3 R4 R5

新規契約 205 212 159 202 173

終了 205 176 225 199 206

利用待機 232 199 172 131 190

実働 830 865 799 802 769
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■ 生活福祉資金特例貸付の償還猶予受付件数   １，２３９件 

 

■ 住居確保給付金 

 

 

  

４月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

R4新規申請 46 44 38 56 49 55 36 42 38 38 29 46

R5新規申請 30 33 13 18 13 25 17 14 12 18 14 16
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住居確保給付金の令和４・５年度件数推移（単位：件）

12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

緊急小口資金 234 236 119 124 55 34 58 40 28 26 18 20 59 74 20 28

総合支援資金 222 232 109 116 54 34 58 35 28 22 16 21 147 253 56 55
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■ 物価高騰対策緊急生活支援事業 

（京都府社協からの割当 ８，２００個） 

 配付先 配付実績 

① 生活福祉資金特例貸付償還猶予世帯からの申込者 
全配付個数     １，８５６個 

（４回分を２回で配付：４６４件） 

② 
令和４年度事業における自立支援給付金受給世帯からの

申込者 
全配付個数     ４，４６２個 
（２回分を１回で配付：２,２３１件） 

④ 
母子生活支援施設 

（東山ファミリーホーム、ヴェインテ、野菊荘、本願寺ウィスタリアガーデン） 
           ５６２個 

⑤ 生活困窮者緊急支援用のストック 
市社協         ６１４個 

区社協         ７０６個 

合 計 ８，２００個 
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参加支援部 

１ 概説 

様々な要因により生きづらさを抱えた人や制度のはざまにある人は、自分の思いを発信することがで

きず、周囲からも困りごとや課題が見えにくく、他者とのつながりがないため孤立状態となる場合が多く

あります。 

参加支援部では、地域あんしん支援員設置事業、チャレンジ就労体験事業、京都市ひきこもり相談

窓口（よりそい・つなぐ』相談窓口）、よりそい支援員設置事業の４事業（京都市委託事業）での支援を

通して、そのような人々の思いや声を受け止め、市・区社協や各区役所・支所保健福祉センター（以下

「保健福祉センター」という。）、多様な支援機関や相談機関等と積極的に連携し、当事者の思いにより

そう相談・支援体制の充実・強化を図りました。 

また、社協らしさを生かした参加支援の取組として、市・区社協と連携した居場所等の参加や社協間

の連携で進める協働イベント「ｋｙｏｔｏこころつながるプロジェクト」で作品展とワークショップを開催し、当

事者が思いを発信したり、参加できる場づくりを行いました。 

加えて、参加支援部では、令和５年度から令和６年度にかけて「つながりプロジェクト」に取り組んでい

ます。利用者へインタビューを実施し、当事者の思いを中心に据えた事業効果のあり方の検証や、参

加支援について理解をさらに深めるための冊子の作成に取り組みました。 

 

２ 成果と課題 

(１) 社協らしさを生かした参加支援の充実 

法人内連携及び区社協との連携による参加の場づくりと支援を行いました。 

〇区社協と協働による居場所やボランティア活動への参加 

〇「ｋｙｏｔｏこころつながるプロジェクト」の実施 

〇つながり続ける参加の場についての冊子の作成（令和６年度完成予定） 

 

(２) 当事者の思いによりそう相談・支援の充実 

〇地域あんしん支援員設置事業 

保健福祉センターと選定会議や支援会議等で協議のうえ、３３５ケースを支援対象として、各

ケースの支援課題を設定し、丁寧な寄り添い支援と支援機関へのつなぎ等を実施しました。令

和６年３月末現在、支援対象のうち約７割の方に一定の改善が見られ、２３４ケースが課題の解

消又は改善され、支援の終結に至るなど、事業の成果が上がっています。 

また、個別支援を通じて蓄積した事例等に基づき、民生児童委員会や地域包括支援センタ

ー、学区地域ケア会議、区役所のほか、子ども食堂や大学など様々な団体・機関等において事

業説明や実践報告を積極的に行い、連携・協働を図るとともに、地域住民や関係機関に広く事

業の周知を図り、社会的孤立の問題を地域の生活課題としての共有に努めました。 

〇チャレンジ就労体験支援事業 

直ちに一般就労が困難な生活保護受給者及び生活困窮者（京都市生活困窮者自立相談

支援事業実施要項に基づく自立支援機関が支援する生活困窮者）を対象とする事業であり、

令和５年度、１２１名の申込を受け付け、９８名の方が体験実施に結び付きました。また、就労体

験までは難しく、働くことのスタートラインに立つことに不安がある人の社会参加のきっかけづくり
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として、令和３年７月から「一日体験」を実施し、令和５年度は６２名が体験をされました。さらに、

就労体験へのファーストステップとして、「一日体験」から就労体験へつながった対象者も１２名

おられます。 

令和５年度、体験修了者は６８名、保健福祉センターと連携し丁寧な支援を行った結果、そ  

の８割強に当たる５７名については、体験前に比べ就労に対する意欲等の上昇が見られました。  

さらに、約９割以上の６３名が目標へのステップアップや就労や社会参加につながりました。 

また、就労体験先を広げる取組により、令和５年度において体験先の登録が１９９箇所まで

増加しました。地域の企業の協力も得て、福祉分野以外の多様な体験先確保ができるなど、事

業内容の充実を図りました。 

〇「よりそい・つなぐ」相談窓口 

令和６年度の新規相談は３６９件、継続相談を含めると４３９件の相談がありました。支援対象

は子どもから高齢者まで幅広く、相談内容は多岐に渡っています。 

また、相談件数は、電話や面談、メール、訪問等の手段により、延べ１，８７４回を数え、保健

福祉センターを中心とした支援機関と連携し、保健福祉センターに１３ケースを引継ぐなど、

様々な関係機関につなぐことができました。 

最近の傾向として、ひきこもりの課題だけでなく、世帯の多様な課題を受けとめ、整理した上

でひきこもりの課題に向き合うような対応を求められる相談が多くあることから、様々な相談を一

つひとつ受け止め、寄り添いながら、丁寧に対応するとともに、関係機関との連携を広げたこと

により、迅速に必要な支援につながる等の成果を上げています。 

〇よりそい支援員設置事業 

令和２年９月の事業開始以降、令和６年３月までに９６ケースを支援し、そのうち２３ケースが

生活保護や障害支援サービスつながる等により支援が終結しました。また、保健福祉センター

が実施する「支援調整会議」によりそい支援員が出席し、支援継続ケースや新規ケース（２２ケ

ース）、終結ケース（１０件）の検討を行いました。 

また、令和５年度は、当事者に対する支援（２，８６６回）とその家族に対する支援（１，２３６回）

を、よりそい支援員による来所・家庭訪問・同行等の伴走型支援で実施しました。 

さらに、当事者同士の交流の場づくりや、ボランティアや地域住民との花づくり、地域の居場

所の交流会や地域活動への参加、チャレンジ就労体験事業の利用や各区役所に配置されて

いるキャリアカウンセラー相談等の就労支援につなげました。 

    〇事業利用者へのインタビュー  

当事者の思いを中心にした事業の効果を検証のために２２名にインタビューを実施しました。 

 

(３) 連携とネットワークによる相談・支援の推進 

社協の総合力とネットワーク力を活かし、行政や福祉分野のみならず、ＮＰＯ等の支援団体や就

労支援事業所、企業等との連携を図り、地域の様々な福祉課題を共有し、多様な形でつながりが築

けるよう取り組みました。 
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■ 地域あんしん支援員設置事業  

 

  

 

 

 

 

■ チャレンジ就労体験事業 

 
 

■ 「よりそい・つなぐ」相談窓口（京都市ひきこもり相談窓口） 

  

 

 

 

 

 

 

 

■ よりそい支援員設置事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本人交流会の活動実績（令和５年４月～令和６年３月） 

   実施回数 ２２回  参加人数 （実）１５名 （延べ）１５１名 

※２３ケースが終結 

38 31 30 33 27 39 32 35
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堆積

利用
拒否

就労 孤立 困窮 その他 合計
改善
世帯数

課題 159 185 80 184 87 77 772

改善 50 41 19 49 23 16 198

解決 73 96 20 71 35 20 315

○支援世帯数累計 令和６年３月末現在

実施区
ケース
数

支援
会議

寄り
添い
支援

課題と改善

終結 備考うち
月当
たり

改善率
（％）

上段-課題数　　下段-改善数

合
計

合計 335 1,697 37,744 458 66.5 232234
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■ Ｋｙｏｔｏこころつながるプロジェクト 

Ⅰ：作品展示 

【写真での応募】応募人数２８名 応募数５７点 

【現物での応募】応募人数２１名 応募数４６点 

【来場者数】３８７人   

Ⅱ：ワークショップ 【プログラム数】４  

Ⅲ：協働作品 【アンケート回答数】４ジャンルで延べ１２８（延べ６７名が回答） 

        作品作り（５回実施）の参加者数 延べ２９名 

Ⅳ：出張展示  右京  下京  山科 

Ⅴ：いろいろな形の参加支援部 

  カウントダウンカレンダー作り、消しゴムハンコ作り、封筒づくりに延べ２０名が参加 

 

■ 事業及び支援対象者への理解と参加支援の促進のための普及啓発 

保健福祉センター職員、民生児童委員、学区社協、地域包括支援センター等へ、事業の説明

を行いました。 

あんしん支援員設置事業 保健福祉センター、民生児童委員、 

学区社協会長等、地域包括支援センター 

障害者生活支援センター、大学            ｅｔｃ 

チャレンジ就労体験事業 チャレンジ就労体験事業通信の発行（体験事業所向け） 

保健福祉センター、ＬＥＣ（キャリアカウンセラー）   ｅｔｃ 

よりそい・つなぐ相談窓口 

 

保健福祉センター、障害者自立支援協議会 

地域包括支援センター、民生児童委員会 

ひきこもりＶＯＩＣＥ、 

発達障害について学ぶシンポジウム         ｅｔｃ 
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介護保険事業部 

１ 概説 

令和５年度は、安定的な事業運営のため、改善目標を掲げ、全事業所を挙げて業績の向上に取

り組むとともに、新型コロナウイルス感染症が感染法上の５類に移行したことに伴い、臨時休業等の

措置がなくなったことで、財政状況は改善傾向にあります。 

老人デイサービスセンターでは、新規利用者が増加し、稼働率も改善が見られており、引き続き

経営改善に向けた取組を推進します。 

 

２ 成果と課題 

(１) 安定的で持続可能な財政運営の継続 

令和５年度から新たな指定管理期間が始まり、全事業所で掲げた改善目標の着実な実行に向け

て業績の向上に取り組みました。引き続き、個々の事業所の経営分析等に基づき、積極的な新規利

用者の受入や利用者のニーズに沿った機能訓練の提供、中・重度者や認知症の利用者への適切

な対応による加算を確実に取得する等、経営改善に向けた取組を継続し、安定的で持続可能な財

政運営の継続に努めます。 

 

(２) 人材の確保と質の高いサービスの提供 

将来を担う人材を確保し、安心して働くことができる環境を整備するため、令和５年度から初任給

の改善をはじめとする給与表の改定、ケアマネジャー等専門職の業務手当の見直しを図るとともに、

業績が顕著である所属に対し、賞与の割増、準職員への一時金の支給など職員のやる気とやりが

いにつながるよう処遇改善を図りました。引き続き、優秀な人材の確保、育成に努め、人事考課制度

の活用や研修の充実により質の高いサービスの提供に努めます。 

  

(３) 施設の地域福祉機能の発揮および地域公益取組の推進 

新型コロナウイルス感染症の感染法上の５類移行に伴い、地域福祉活動が再開し始めたことから、

各事業所においても感染症対策に取り組みながら、地域行事への参加や地域住民との交流、地域

住民の活動拠点としての施設の活用など、地域における公益的な取組を再開することができました。

引き続き、地域ニーズや福祉課題に即した取組を推進できるよう検討を進めます。 
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■ デイサービスセンター稼働率推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均 

Ｒ４ ７６．０％ ７５．６％ ７７．１％ ７６．５％ ７１．９％ ７３．３％ ７４．５％ ７２．２％ ７０．４％ ７０．０％ ７０．０％ ７１．４％ ７３．３％ 

Ｒ５ 
７５．５％ ７５．４％ ７６．４％ ７６．２％ ７５．０％ ７６．４％ ７５．８％ ７６．１％ ７６．５％ ７４．７％ ７５．５％ ７６．４％ ７５．８％ 

 

■ ショートステイ稼働率推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均 

Ｒ４ 
５３．１％ ６１．９％ ６４．０％ ６９．０％ ７１．９％ ７０．８％ ７２．５％ ５８．４％ ５４．４％ ４９．８％ ６７．４％ ６９．２％ ６３．５％ 

Ｒ５ 
６３．４％ ７０．３％ ６４．３％ ７１．２％ ７５．９％ ７１．４％ ７９．５％ ７８．１％ ６５．９％ ６２．７％ ５８．３％ ５２．７％ ６７．８％ 
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児童館事業部 

１ 概説 

令和５年度は、「こどもまんなか社会」の実現を掲げたこども大綱が閣議決定され、ライフステージ

に応じた切れ目ない支援の必要性が強調されました。児童館への期待が高まる中、副館長及び主

任児童厚生員の会議を新たに設置し、専門性の向上をより一層図るための体制を整えました。 

また、新型コロナウイルス感染症の５類移行に伴い、飲食も含めた児童館の各種事業の再開を望

む声がある一方、基礎疾患のある児童の保護者からは引き続き慎重な対応を望む声があることから、

感染拡大に伴う学校の学級閉鎖や、職員の罹患による体制確保のための応援要請への対応など、

依然として事業運営に対しては新型コロナウイルス感染症の影響を受けることとなりました。 

一方、インターネットを活用した学童クラブの利用申請システムが本格実施し、利用者と児童館双

方にとって利便性が向上しました。今後はより事務の効率化、省力化に向けた機能のさらなる活用

が課題となっています。 

 なお、久世西児童館の指定管理申請を見送ったため、令和５年度からり３３館の運営となりました。 

 

２ 成果と課題 

(１) 質の高い学童クラブ事業の運営 

学童クラブ事業については、１クラス４１名から５クラス２5９名まで、合計７７クラス３，３６８名の登録

があり、引き続き利用ニーズは高い状況にありました。一部の児童館では、児童の受入れのため分

室や施設外クラスの設置が必要となり、運営面の負担が増すため、職員間の連携や体制確保など、

業務の安定的な運営に努め、異年齢集団の特性を活かしたクラス運営を基本に、一人ひとりの児童

に対するきめ細やかな質の高いサービスの確保に努めました。 

また、障害のある児童について、京都市の支援を得ながら引き続き医療的ケア児童も含めて受け

入れを行いましたが、個別対応を行うスペースや介助ボランティアの確保が課題となっています。 

 

(２) 地域の子育て支援と地域における公益的な取組の推進 

令和５年度も任意事業への補助制度が休止される中、引き続き全館で地域子育て支援ステーショ

ン事業の基幹ステーションを受託し、３６小学校区域において、地域団体や施設とのネットワークの

構築に努め、連携して地域の子育て家庭への支援を行いました。地域における公益的な取組では、

西京児童館において西京老人デイサービスセンターや西京老人福祉センターと連携し、生活困窮

世帯の子どもたちの学習支援事業への会場提供（週１回）を行うとともに、南大内児童館や山階児童

館では、チャレンジ就労体験事業の体験先として利用者の受入れを行いました。 

 

(３) 児童館・学童クラブ事業の再構築 

新型コロナウイルス感染症の５類移行に伴い、感染対策に係る制限をなくし、自粛していた館外

事業、宿泊行事なども一部で再開できました。引き続き感染症への不安の声に丁寧に対応しながら、

利用者や関係機関、団体などと事業の再構築に向けた検討に取り組んでいきます。 

 

(４) 業務の標準化と人材育成 

３３館を５つに分けたグループ制を活用し、館運営の支援と館長の管理能力の向上、業務の標準
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化に努めました。また、館長候補の育成を見据え、新たに副館長会議および主任児童厚生員会議

を開催し、将来を担う人材の育成に努めるとともに、災害などの緊急事態における事業の継続や早

期復旧を目的とした事業継続計画（ＢＣＰ）を全館で策定しました。 

 

■ 学童クラブ登録児童数の推移  

(１) 登録児童総数と１館当たりの平均登録児童数                      （単位：人） 

 R１ R２ R３ R４ R５ 

登録児童総数 ３，１１７ ３，２０５ ３，２３８ ３，３６３ ３，３６８ 

平均登録児童数 ９２ ９４ ９５ ９９ １０２ 

 

(２) 学年別登録児童数                                       （単位：人） 

 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 合計 

R４ １，００６ ９８１ ７２１ ４１５ １７７ ６３ ３，３６３ 

R５ １，００７ ９４１ ７４７ ４４３ １７０ ６０ ３，３６８ 

差引増減 １ △４０ ２６  ２８ △７ △３ ５ 

 

■ 学童クラブのクラス数 

 Ｒ４ Ｒ５ 
児童館名 

館数 クラス数 館数 クラス数 

１クラ

ス 

７   ７ ７   ７ 養正・市原野・清水・南大内・山王・山ノ本・醍醐中央 

２クラ

ス 
１３   ２６ １３  ２６ 

西賀茂・吉田・松ヶ崎・白川・百々・洛陽・嵯峨・西京・

大枝（施設外クラス）・境谷・春日野・藤森竹田・辰巳 

３クラ

ス 
 １０   ３０  ９  ２７ 

紫野（施設外クラス）・紫竹・上賀茂（施設外クラス）・

高野・じゅらく（分室）・小野（施設外クラス）・唐橋・梅津

（施設外クラス）・葛野（施設外クラス） 

４クラ

ス 

３   １２ ３  １２ 上京（分室）・山階（分室）・桂川（施設外クラス） 

５クラ

ス 

１ ５ １ ５ 樫原（施設外クラス） 

合計 ３４ ８０ ３３ ７７  

 

■ 障害のある児童の推移 

登録児童数（人） Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

０ ２館 ３館 ２館 １館 １館 

１～４ ６館 ７館 ７館 ８館 ８館 

５～９ １３館 １２館 ６館 １２館 １１館 

１０～１５ １２館 １０館 １６館 ８館 ９館 

１６～２０ １館 １館 １館 ４館 １館 

２１以上 ０館 １館 ２館 １館 ３館 

合 計 ３４館 ３４館 ３４館 ３４館 ３３館 
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長寿すこやかセンター（事業部・相談部） 

１ 概説 

高齢者の健康長寿及び社会参加に関する事業については、知恵シルバーセンター事業及び市

内１５箇所の老人福祉センターの管理運営を通じて、介護予防事業等の継続的実施を図るとともに、

生涯現役社会のための自主活動支援や趣味を活かした社会貢献活動の支援等に取り組みました。 

認知症に関する事業については、認知症サポーター養成講座の年間実施回数が令和４年度から

約３３％増加し、８，０６５名の認知症サポーターを養成することができました。また、認知症サポータ

ー活動促進事業を通じて、認知症サポーター等が認知症の当事者の社会参加や地域づくりに取り

組みました。若年性認知症への支援では、当事者とともに認知症の診断後の早期に当事者同士が

繋がるピアサポートの啓発に取り組みました。 

権利擁護に関する事業については、高齢者虐待防止に関する普及啓発や相談、虐待通報の受

付、講座・研修等を実施するとともに、成年後見制度に関する普及啓発や相談・申立手続支援、市

民後見人の養成・活動支援、市長申立事務等の実施に加え、日常生活自立支援事業との連携の強

化を図りました。 

 

２ 成果と課題 

(１) 健康長寿と生涯現役社会の推進 

高齢者の社会参加と健康長寿を目的として「すこやか講座」を毎月開催し、すこやか体操の普及

啓発を図るとともに、講座の担い手となるすこやか体操インストラクターの養成を行いました。令和５

年度から新たに受託したいきいき筋トレボランティア普及事業では、登録されている約４００名のボラ

ンティアに対して出張指導やスキルアップ講座の実施などの活動支援を行いました。また、養成講

座を開催し、地域においていきいき筋トレを普及する新たなボランティアを養成しました。 

老人福祉センター事業については、新型コロナウイルス感染症の５類移行により、利用制限の緩

和と発表会等の再開に伴い、コロナ禍前の平成３０年度と比べ利用者数は８割まで回復し、新規利

用者は、コロナ禍前より増えました。また、「生きいきサロン」の担い手となるサポーターを養成し、派

遣調整や活動支援を行いました。 

知恵シルバーセンター事業については、社会活動の再開に伴って前年度より依頼相談件数が増

加しました。 

高齢者仲間づくり支援事業では、高齢者の社会参加につながるよう「高齢者の居場所紹介」冊子

を発行しました。今後もさらに幅広いニーズに応じられるよう、また生涯現役社会の実現が図られるよ

う事業の啓発に努めます。 

 

(２) 認知症になっても安心できる地域づくりの推進  

認知症サポーター等養成事業では、教育現場、民間企業等を中心に認知症サポーター養成講

座の開催が増え年間２６１講座を開催し、事業開始からの認知症サポーター数は累計１５３，７３８名

に達しました。また、講座の講師役であるキャラバン・メイトや専門職を対象とした研修では、認知症

当事者の思いを聴く機会を設けて、「認知症当事者とともにすすめる地域づくり」の普及啓発に努め

ました。 

認知症サポーター活動促進事業では、認知症当事者の思いから若者と協働した新たな視点の認
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知症啓発に取り組み、当事者との交流を通じて若い世代への認知症の理解促進に努めました。また、

昨年度同様、認知症サポーターの活動等を紹介する冊子を作成し、引き続き認知症当事者の支援

ニーズと認知症サポーターをはじめとした地域の支援者をつなぐ仕組みの構築に取り組みました。 

若年性認知症支援については、認知症の診断後、早期に当事者同士が繋がるピアサポートの必

要性について、京都府認知症応援大使活動や当事者が発信する活動を通じて、様々な機関への

啓発に努めました。今後も、当事者とともに、ピアサポートの仕組みづくりを進めていきます。 

 

(３) 権利擁護の推進 

虐待への対応から人生を自分らしく最期まで生きていくための支援まで、様々な分野において高

齢者権利擁護に関する事業を実施しました。また、研修・講座の実施に際しては、新型コロナウイル

ス感染症の影響が残る中、受講者が安心・安全に参加できるよう、引続き動画配信等を積極的に導

入する一方で、デジタル環境に不慣れな方も受講できるように、参集型とのハイブリッド開催にも努

めました。 

成年後見支援センター事業については、制度の普及啓発とともに、相談・申立手続支援、市民後

見人の養成と活動支援、市長申立事務、家庭裁判所等との連携等の各種事業に継続して取り組み

ました。また、日常生活自立支援事業の利用者の成年後見制度への円滑な移行に向けて、新たに

配置された成年後見制度利用促進支援員２名を中心に、生活支援部と連携して、区社協の専門員

への相談対応や支援に取り組みました。 

 

■ 老人福祉センター利用者数                ■ 老人福祉センター一日平均利用者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■老人福祉センター新規利用者数 
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■ 知恵シルバーセンター事業の実績 

 Ｒ４ Ｒ５ 

登録団体数  １２６  １２９ 

登録者数 ３７，４５７ ３７，４５３ 

依頼相談件数  （内 紹介件数） １３７ （ １２７ ） ３０６ （ ２５１ ） 

 

■ 認知症サポーター養成数（累計）              ■ 認知症サポーター活動促進事業の実績 

（京都市版チームオレンジ設置数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 各種研修・講座 

 
Ｒ４ Ｒ５ 

回数 参加者数 回数 参加者数 

市民及び専門職対象の各種研修・講座 １７７ ６，１１６ ２３４ ７，００１ 

  

■ 相談件数 

相談種別 
Ｒ４ Ｒ５ 

実件数 延べ件数 実件数 延べ件数 

市民又は専門職の認知症・支援相談 １２５ ２２９ ９９ １３５ 

権利擁護・成年後見相談 ９７９ １，５８５ １，０１９ １，８５７ 

介護・健康等相談 ３５１ ７２９ ３１７ ６１９ 

合計 １，４５５ ２，５４３ １，４３５ ２，６１１ 

 

■ 市民後見人による受任 

 Ｒ４ Ｒ５ 

年度における受任件数 １０ ９ 

受任件数（事業開始からの累計） ８２ ９１ 

市民後見人候補者名簿登録者数 ８６ １０４ 

 

■ 成年後見制度移行促進支援員の活動実績 

 Ｒ５ 

対象者数 ９９ 

活動件数 ３４９ 

 

  

Ｒ３ ２ 

Ｒ４ １ 

Ｒ５ ５ 
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長寿すこやかセンター（研修部） ＜社会福祉研修・介護実習普及センター＞ 

１  概説  

社会福祉研修事業については、令和４年度に引き続き京都市社会福祉施設連絡協議会との連

携のもと、福祉分野に共通する職務能力の向上を図るための基礎的研修である「福祉職員キャリア

パス対応生涯研修課程」を中心に、人権研修、援助技術系研修、組織運営系研修等を開催しまし

た。 

介護実習普及センター事業については、市民や専門職を対象とする福祉用具を活用した講座、

研修等を実施しました。また、福祉用具展示コーナーでは、新たな取組として介護ロボットセミナー・

展示会を開催し、機器の装着・体験の機会を提供するなど、介護ロボットの普及啓発を行いました。 

認知症介護研修については、認知症施策推進大綱の「認知症になっても希望をもって日常生活

を過ごせる社会」を推進するため、当事者の方や家族の視点を重視した、実践的研修を実施しまし

た。また、令和５年１０月の第３回実践者研修以後は、従来のオンラインから参集型の研修を再開し

ました。 

 

２  成果と課題 

(１) 福祉職場の人材育成支援  

福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程では、新型コロナウイルス感染症の５類移行を踏まえ、

管理者コースを除くすべてのコースにおいて参集型研修で実施しました。また、担当講師の指導技術

向上を目的とした研修を新たに実施しました。 

その他の研修では、従来、広報紙づくりをテーマに参集型で実施していた「はじめての広報研修」

について、ＷＥＢサイト・ＳＮＳを活用した情報発信にテーマを改め、オンライン動画視聴型研修で実

施しました。また、「モチベーション・マネジメント」研修では、多様なニーズに応えて、参集やオンライ

ン、動画配信から受講方法を自由に選択可能とするなど、受講機会の拡大を図りました。 

一方、受講申込者数がコロナ禍前のレベルに回復しない状況を踏まえ、研修の情報発信・申込Ｗ

ＥＢサイト「京・福祉の研修情報ネット」の利用促進をはじめ、多様な媒体での周知広報に努めました。 

 

(２) 介護技術研修による介護人材育成支援と施設等での介護講座の実施  

専門職研修では、実技を中心に実践的な研修を実施し、研修終了の３箇月後アンケートで８５％

以上の受講者が実技で得た知識を職場で実践するなど行動変容が見られました。また、経験年数

に応じた介護技術を実技で着実に体得することが重要であるため、階層別の研修を実施するととも

に、実演や体験の方法など、知識や技術の習得に繋がる講義形態の工夫に努めています。 

市民向けの「やさしい介護講座」では、実演と実技を行う時間を増やし、生活に役立つ講座を実

施しました。また、講座の定員を２０名から３０名に増やしたことにより、昨年度より申込者数が２０％増

加しました。今後とも、多くの方に介護の知識、技術を学ぶ機会づくりに努めます。 

福祉用具展示コーナーでは、移乗介助の介護ロボットを販売する２社の企業の協力のもと、セミナ

ーと展示会を初めて開催しました。今後とも、高齢者の自立支援や介護者の負担軽減等に資する介

護ロボット普及の取組を進めることとしています。 

 

 



２９ 

 

(３) 認知症介護研修による専門職員育成支援  

認知症介護実践研修については、令和５年度から科目内容を新カリキュラムに移行しまし

た。また、参集形式での開催希望が多数あったことや新型コロナウイルス感染症の５類移行

を踏まえ、第３回実践者研修から、参集形式で開催しました。さらに、これまで受講希望が

定員を超過する傾向にあったことから、定員を増やし、受講機会の拡大に努めました。 

   加えて、研修の実施に当たっては、新たにＩＣＴを活用して課題の提出にかかる負担軽減

を図るなど、受講環境の整備に努めました。 

認知症介護指導者の養成については、令和５年度指導者養成研修を１名が受講し、修了してい

ます。 

また、研修に携わる認知症介護指導者の指導技術を磨き、受講者の理解に繋がる講義や実習を

行うことができるよう、指導力の向上を目的とした勉強会を開催しています。 

 

(４) 区役所・支所福祉業務職員研修の受託・実施  

京都市から区役所・支所福祉業務職員研修を受託し、実施しました。主に動画視聴型研修で開

催し、全１５回、延べ７８８名の受講がありました。一部は参集型研修で実施し、グループワークを通し

て学びを深めていただきました。事後アンケートでは、８５％の受講者が研修内容を職場で実践する

など行動変容が見られました。今後も保健福祉センター業務の質の向上につながるよう、事後アンケ

ートを活用し、研修内容の改善に努めていきます。 

 

■ 社会福祉研修「キャリアパス研修」受講者数の推移  

 

 

■ 介護実習・普及センター事業実績（福祉用具展示コーナー）  

  Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

展示コーナー来館者数（人） ２，７８３ １６１ １６８ １５１ ２７５ 

※ 令和３年度５月、８月～９月は緊急事態宣言が発令され休館 

 

初任者 中堅職員 チームリーダー 管理職員 合計

R1 126 88 96 48 358

R2 24 24 23 15 86

R3 80 63 57 24 224

R4 79 73 52 21 225

R5 80 76 67 22 245
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■ 認知症介護実践者研修の定員及び申込者の推移 （各年度４回開催、ただし R2年度のみ１回） 

 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

定員 ２８０ ５２ ２０８ ２３４ ２７０ 

申込者数 ２９１ ８４ ３９８ ３３９ ３１９ 

倍率 １．０ １．６ １．９ １．４ １．２ 

※ 申込者数は、複数回の申込を行った者等を除いた人数 

※ 令和２年度から 1回の定員を１８名減らし、オンライン形式で開催(1回定員５２名)  

※ 令和４年度第３回から 1回の定員を１３名増員し、オンライン形式で開催（１回定員６５名） 

※ 令和５年度第３回から 1回の定員をさらに５名増員し、参集形式で開催（１回定員７０名） 

 

■ 認知症介護実践リーダー研修の定員及び申込者の推移 （各年度１回開催、ただし R2年度は中止）   

 Ｒ１ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

定員 ３０ ２０ ３０ ３０ 

申込者数 ３２ ３３ １５ ３０ 

倍率 １．１ １．７ ０．５ １ 

※ 令和３年度は定員を１０名減らし、オンライン形式で開催 

※ 令和４年度から定員を１０名増やし、オンライン形式で開催 

 

 


